
国⼟交通省 遠賀川河川事務所第４期（その２）対策後の⻄川不法係留状況
平成３０年１０⽉撮影

第８回 遠賀川河⼝域利⽤対策協議会
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遠賀川河⼝域における不法係留船について
1.不法係留船の現状
遠賀川は九州北部を代表する河川であり、⽔と親しむ憩いの場として幅広く利⽤されている。
しかし、昭和50年代からの海洋レジャーブームの背景等もあり、平成初頭のバブル期にはプレ

ジャーボートの所有が増加した結果、河⼝部周辺の河川区域内において、河川管理者の許可
を得ずに多数の不法係留船が係留されるようになった。
国管理区間（遠賀川（汐⼊川含む）、⻄川）においては、⻄川を直轄管理区間に編⼊し

た昭和50年に169隻だったものが、ピーク時の平成13年には843隻もの不法係留船が確認さ
れるに⾄った。
不法係留船は、台⾵や⼤⾬⾼潮等の際に、河川の安全な流下を阻害する障害物となり、⼤

きな災害をもたらす可能性が⾼いことから、河川管理上⼤きな問題となっている。また、環境上の
問題として、周辺地域の住⺠に対する騒⾳やゴミの被害も深刻な問題となっている。

2.本格的な不法係留船対策について
これらの問題を解決するため、遠賀川河⼝域の河川を管理する国及び福岡県では、本格的

な不法係留船対策の取り組みを開始し、平成10年2⽉発出の河川局⻑通達「計画的な不法
係留船対策の促進について」に則った、学識経験者・関係機関等からなる「遠賀川河⼝域利⽤
対策協議会」を平成22年9⽉に設置して、協議会の意⾒を踏まえ、平成23年2⽉に『不法係
留船対策に係る計画書』を国及び福岡県との連名で策定し、不法係留船の対策を進めている
ところである。
具体的な対策については、『重点的撤去区域』を第1期〜第5期に分け、段階的に区域を設

定し対策を進めることとしており、現在、「第4期重点的撤去区域（その2）」までが完了し、令
和元年９⽉調査時点では、不法係留船の数は国と県合計で171隻にまで減少している。
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遠賀川河⼝域における不法係留船対策に係る計画書
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不法係留船対策に係る計画書の概要

○重点的撤去区域の設定
強制的な撤去措置を執る必要があると認められる重点的撤去区域を設定。

○不法係留船の強制的な撤去措置に係わる年次計画
重点的撤去区域を第１期から第５期に分けて実施していく。
設定時期は第１期を平成23年度、第２期を平成24年度とし、それ以降は

不法係留船の係留状況・係留保管施設の保管状況等を踏まえながら対応。

○規制措置の実施計画
重点的撤去区域においては、不法係留船に対して積極的に⾏政指導・簡易

代執⾏・⾏政代執⾏の措置を講じていく。

○計画推進のための体制
プレジャーボートの⽔⾯利⽤の秩序を確⽴し、係留保管の適正化を図るため、

河川管理者、関係地⽅公共団体、警察機関、マリーナ事業者、利⽤者団体、
漁業関係者等が相互に連携を強化する。

→遠賀川河⼝域利⽤対策協議会、遠賀川下流部利⽤者会議の設置。
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計画書における『段階的に設定する重点的撤去区域』
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遠賀川河⼝域における不法係留船対策の進め⽅

●遠賀川河口域利用対策協議会
※構成メンバー：学識経験者・地元自治体・警察・河川管理者

等

●河川管理者
※九州地方整備局・福岡県

○船舶所有者又は使用者

●遠賀川下流部利用者会議
※構成メンバー：地元自治体・地域住民・地元漁協・船

舶所有者の代表等

不法係留船対策に係る計画について専門的な議論を行う。

不法係留船対策に係る計画の立案及び実施を行う。

「地域の意見」を不法係留船対策に係る計画に反映する。

①対策（案）の説明

②地域の意見を対策（案）に反映

⑥計画実施の報告

⑥計画実施
の報告

③地域の意見
を反映した対
策（案）の説明

④対策（案）
の承認

⑤計画の実行
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遠賀川河⼝域における不法係留船対策の年表
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遠賀川河⼝域における対策の経過①
●H23.2.20（⽇）読売新聞（朝）33⾯ ●H23.9.16（⾦）⽇本経済新聞（⼣）15⾯

10



遠賀川河⼝域における対策の経過②
●H26.5.20（⽕）⻄⽇本新聞（朝）22⾯●H23.12.21（⽔）毎⽇新聞（朝）19⾯
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遠賀川河⼝域における対策の経過③

●H27.4.19（⽕）朝⽇新聞（朝）31⾯
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遠賀川河⼝域における対策の経過④
●H28.2.16（⽕）⻄⽇本新聞（朝）25⾯
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2. 不法係留船実態調査結果
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遠賀川河⼝域における係留船舶数の推移（国管理区間＋県管理区間）

平成22.9から令和元.9までの間に全体で 604隻 の係留船が減少している。
15



　※”遠賀川”には汐入川を含む
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不法係留船調査結果
不法係留船の調査結果（令和元年9月）

（単位：隻） ※参考

区分

河川

116 87 26 113 2 0 1 117 ▲1 

(100.0%) (75.0%) (22.4%) (97.4%) (1.7%) (0.0%) (0.9%) (-0.9%) 

4 2 2 4 0 0 0 11 ▲7 

(100.0%) (50.0%) (50.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (-63.6%) 

47 33 11 44 1 2 0 44 3

(100.0%) (70.2%) (23.4%) (93.6%) (2.1%) (4.3%) (0.0%) (6.8%) 

167 122 39 161 3 2 1 172 ▲5 

(100.0%) (73.1%) (23.4%) (96.4%) (1.8%) (1.2%) (0.6%) (-2.9%) 

0 0 0 0 0 0 0 0 0

－ － － － － － － －

0 0 0 0 0 0 0 0 0

－ － － － － － － －

4 1 1 2 0 1 1 9 ▲5 

(100.0%) (25.0%) (25.0%) (50.0%) (0.0%) (25.0%) (25.0%) (-55.6%) 

4 1 1 2 0 1 1 9 ▲5 

(100.0%) (25.0%) (25.0%) (50.0%) (0.0%) (25.0%) (25.0%) (-55.6%) 

171 123 40 163 3 3 2 181 ▲10 

(100.0%) (71.9%) (23.4%) (95.3%) (1.8%) (1.8%) (1.2%) (-5.5%) 

　　※検査については、現地における「定期検査済年票」及び「次回検査時期指定票」の確認による。
・検査済・・小型船舶検査機構の検査機関が有効な船舶 ・所有者不明船・・小型船舶検査機構への登録がされていない
・検査切・・小型船舶検査機構の検査機関が切れている船舶 　　　　　　　　　　　 船舶や船舶番号が剥がされる等により所有
・確認不可・・船舶番号がシートで覆われるなどで船舶番号が確認 　　　　　　　　　　　 者が不明な船舶

　　　　　 　　　できない船舶 ・沈船・・船体が沈没している船舶

沈船
H30年度

総数
H30年度
との差

国
管
理

西川

遠賀川

汐入川

小計

総数 検査済 検査切 小計
確認
不可

所有者
不明船

県
管
理

吉原川

戸切川

江川

小計

合計
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⻄川の不法係留船分布状況図（R1.9時点）

R1.9現在（⻄川）
不法係留船数︓116隻
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遠賀川（汐⼊川含む）の不法係留船分布状況図（R1.9時点）

R1.9現在（遠賀川［汐⼊川を含む］）
不法係留船数︓51隻
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船舶の⼤きさ（全⻑）の区分

船舶の大きさ（全長の区分）
（単位：隻）

区分

河川 9m未満 9m以上 9m未満 9m以上 9m未満 9m以上

西川 116 74 13 22 4 96 17 2 0 1

遠賀川 4 2 0 2 0 4 0 0 0 0

汐入川 47 27 6 10 1 37 7 1 2 0

小計 167 103 19 34 5 137 24 3 2 1

吉原川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

戸切川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

江川 4 1 0 0 1 1 1 0 1 1

小計 4 1 0 0 1 1 1 0 1 1

171 104 19 34 6 138 25 3 3 2

※令和元年9月現在
※船舶の大きさは日本小型船舶検査機構への照会結果によるため、登録情報が不明な船舶は大きさの調査が不可。

沈船

国
管
理

県
管
理

合計

総数
検査済 検査切 小計

確認
不可

所有者
不明船
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不法係留船の所有者特定と居住地域
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項目

遠賀川河口域から

5km

10km

20km

30km

北部地域 （北九州市～芦屋町～岡垣町～宗像市～福津市）

遠賀川河⼝域周辺の保管施設の空き状況

項目 施設数 収容可能隻数 現収容数 収容余力

遠賀川河口から
数 累計 数 累計 数 累計 数 累計

１０ｋm圏内 4 4 276 276 217 217 59 59

２０ｋm圏内 4 8 168 444 168 385 0 59

３０ｋm圏内 12 20 596 1,040 566 951 30 89

４０ｋm圏内 2 22 386 1,426 184 1,135 202 291
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遠賀川河⼝域周辺の係留施設の収容余⼒状況（距離別）

23



遠賀川河⼝域周辺の係留施設詳細⼀覧①
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遠賀川河⼝域周辺の係留施設詳細⼀覧②
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3. 今後の不法係留船対策⽅針
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令和元年度の不法係留船対策⽅針について

「プレジャーボートの適正管理及び利⽤環境改善のための総合的対策に関する推進
計画」（平成25年、国⼟交通省、⽔産庁）において、「平成25年から10年間を計画
期間として」という⽬標が⽰されており、今年度で7年⽬を迎えたところである。

遠賀川河⼝域においては、平成23年度より5回にわたり重点的撤去区域設定を実
施し、不法係留船対策を進めてきた結果、不法係留船775隻が171隻まで減少したと
ころである。今後も不法係留船の解消をめざして、不法係留船対策を実施する必要が
ある。

本年度の不法係留船対策として、遠賀川と⻄川の合流点（0k000m）から⻄川
0k800mまでの区間について、「第４期重点的撤去区域（その３）」として区域設定
を⾏うこととする。

また、⻄川において特に河川管理上⽀障となる可能性が⾼い船舶が12隻（⻑期停
滞船11隻、沈船1隻）存在しており、これらの船舶については、重点的に撤去対策を
進めていくこととする。

なお、新規係留保管施設の確保に向け、従前より⾏ってきた芦屋港及び波津漁港
などへの不法係留船の受⼊要請を継続的に実施するものとする。
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令和元年度の不法係留船対策⽅針について

対象船舶（R1.9現在）

隻数 うち支障高船舶

右　岸 36隻 5隻
左　岸 80隻 7隻

計 116隻 12隻
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新規係留保管施設の今後の⾒通し

①芦屋港（新規係留保管施設）

・地⽅港湾施設、管理者︓福岡県（北九州県⼟整備事務所）
・芦屋町の地域活性化に寄与するため芦屋港のレジャー港化へ向けた調査や審議する機関
として、平成２９年度に芦屋町が「芦屋港活性化推進委員会」を設置し、平成３１年３
⽉に基本計画を策定。

・係留保管施設の整備（整備主体︓福岡県）については、今後福岡県において港湾計
画を変更のうえ具体的な検討が進められる予定。(次ページの新聞記事参照)

②波津漁港（新規受⼊）

・漁港管理者︓岡垣町、関係漁協︓遠賀漁業協同組合波津本所
・ＰＢの受け⼊れについて岡垣町及び漁協と協議中。
・現時点で受け⼊れの可能性及び時期は未定。
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係留保管施設の今後の⾒通し
●R1.8.23（⾦）⻄⽇本新聞（朝）20⾯
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波津漁港
芦屋港

波津漁港

係留施設予定箇所

遠
賀
川

芦屋港
所 在︓福岡県遠賀郡芦屋町
種 類︓地⽅港湾
管理者︓福岡県

所 在︓福岡県遠賀郡岡垣町
種 類︓漁港
管理者︓岡垣町

波津（はつ）漁港

「芦屋港」及び「波津漁港」の位置関係

芦屋港 係留施設予定箇所

遠賀川河⼝域
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